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永続的関与と知覚リスクに関する基礎的研究
ーパソコンのケースー

亀井克之

A Basic Study on Enduring Involvement and Perceived Risk 

-The Case of Personal Computers -

Katsuyuki KAMEi 

Abstract 

This paper addresses the construct of enduring involvement and of perceived 

risk considered as individual variables influencing consumer behavior. This study 

is a step towards the validation of the PIA(Personal relevance, Interest, Attraction) 

scale proposed by Strazzieri, which is designed to measure enduring involvement 

independently of perceived risk. Based on the survey of 217 students of informa— 

tics about personal computers, firstly we evaluated (1) the unidimensionality of the 

PIA scale and (2) the predictive validity of the PIA scale in terms of consequences of 

enduring involvement, and then we measured (3) enduring involvement, (4) conse-

quences of enduring involvement, (5) perceived risk, (6) risk reduction, and (7) 

brand categorization so as to analyze their correlation. The main results indicate 

that the level of enduring involvement and of perceived risk are uncorrelated and 

that some ways of risk reduction are related to the level of enduring involvement. 

-69-



序言

製品に対する持続的な関心、すなわち永続的関与と、商品選択に失敗するのではないかとい

う不安や懸念、すなわち知覚リスクとは独立した概念であるというのが、 Strazzieri(1994) 

の主張である。 Strazzieriが言うように、従来の関与研究では、知覚リスクと深く関連する購

買状況関与と永続的関与との関係がすっきりしなかったり、永続的関与測定における知覚リス

クの取り扱いが不明確で、ある製品クラスについての永続的関与測定尺度の中に知覚リスクの

項目が含まれる場合があった。 Strazzieriは、永続的関与と知覚リスクが共有するのは、選択

に失敗した時の深刻性・重大性のみであり、企業のマーケティング行動に対する消費者の態度

に永続的関与が及ばす影響と知覚リスクが及ぽす影響は一般に異なるとしている。このような

認識に基づき 1990年代に入って発表されたStrazzieriのPIA尺度 (PertinenceIn託ret-Attirance)

は、製品と自分との関連 (pertinence)、製品に対する関心 (in託ret)、製品にいかに魅力を感

じているか (attirance) についての各2項目合計6項目のみから構成されている。これは、知

覚リスクと分離して永続的関与を測定することを目的に開発された一元性尺度である。

本研究では、まず第一に、 PIA尺度の内的一貫性、一元性、永続的関与結果行動との関係、

そしてStrazzieriの主張する永続的関与と知覚リスクとの独立性を検証する。第二に、 PIA尺度

による永続的関与水準の測定結果に基づき、永続的関与と「知覚リスクの軽減行動」ならびに

「プランドカテゴライゼーション」変数との関係について、相関分析を中心とする基礎的な分

析を試みる。 すなわち、本研究は、知覚リスクと切り離して永続的関与を測定した上で、高

関与・低関与消費者ならびに高リスク知覚・低リスク知覚消費者の行動を「知覚リスク軽減行

動」ならびに「ブランドカテゴライゼーション」の変数を用いて描出し、合せてマーケティン

グ戦略へのインプリケーションを考察しようとするものである。本研究の特徴は、ビジネス・

リスクマネジメント理論研究における議論・知見を積極的に消費者行動理論における知覚リス

ク研究に援用しようと試みている点にある。

本研究においては、製品クラスとして、一般に高関与型でありかつ購入する際の知覚リスク

の程度も高いと考えられるパソコンを選択した。 さらに、多少なりともパソコンを使用した

経験があり、何らかの形で情報処理に関心を持ち、パソコンの購買を意識していると考えられ

る本学総合情報学部学生を調査対象として、永続的関与と知覚リスクを中心にアンケート調査

を実施した。 なお、統計処理には、 SPSSfor Wmdows 7.5の英語版を使用した。
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1．理論的フレーム・ワーク

1.1.関与

1.1.1．定蘊・分類

社会心理学におけるSherif& Cantril (1947)などの「自我関与」＊ 1変数に焦点を当てた社会的

判断研究に起源を持つ関与の概念は、 Krugman(1967)のTV広告の研究によってマーケテ

ィング研究に導入された。以来30年、特に1970年代半ばより、関与は、マーケティング研究に

おいて重要な位置を占めることとなった。 1980年代に入ると、さまざまな研究者によって関与

の測定尺度が発表されるようになった。中でも著名なのが、 Kapferer& Laurent (1983 ; 

1985), Zaichkowsky (1984), Ratchford (1987)の尺度である。これらを基にして、 McQuarrie

& Munson (1986), Mittal & Lee (1988), Higie & Feick (1989), Jain & Srinivasan (1990) ら

の尺度が開発された。その他に重要な研究としては、 Agostini(1978)やLastovicka& 

Ganiener (1979)があった。

消費者行動研究の新しい媒介概念として注目されるようになった関与研究であるが、百花練

乱の様相を呈することとなって、定義・分類・測定尺度の構成など、いずれをとっても研究者

の間で見解の一致が得られてきたわけではないのが現状である。

マーケティングの領域においては、一般に、関与は、ある製品に対して消費者が寄せる「こ

だわり」「関心」ないしは「重要性」といった意味合いで使用される。青木 (1989)は、関与

を「消費者情報処理における「製品差』「個人差』「状況差』を説明するための媒介変数として

導入された心理的状態を表す構成概念であり、具体的には、製品それ自体ないしは製品の購買

状況や使用状況に対して消費者が持つ「関心』『こだわり』「思い入れ』といったものに相当す

る」と定義している。（中川 (1994) p.144) さらに青木 (1989)は、先行研究における定義

を整理した上で、「対象や状況（ないし課題）といった諸要因によって活性化された、消費者

個人内の目標指向的な状態であり、消費者個人の価値体系の支配を受け、対象や状況（ないし

課題）に関わる情報処理や、意思決定の水準およびその内容を規定する状況変数」と規定して

いる。（中川 (1994)p.125) 

関与の代表的な分類は、堀 (1991; 1997)、中川 (1994)、杉本 (1990)、清水 (1989)に基

づけば、以下のようにまとめられる。

• I 社会心理学における「自我関与 (egoinvolvement)」は以下のような概念である。

「対象との関係が自我の中核にある場合、あるいは対象を自己と同一視している場合、その対象に対して自我関与して

いるという。態度理論においては、自我関与は態度と行動との一致度や態度変化への抵抗を高める要因とされる。しか

し、自我関与には、コミットメント、対象などについての知識量、感情の強さ、認知的複雑性など多くの要素が含まれ

るため、従来の実証研究における操作的定義は曖昧なものとなっていることは否定できない。」（土田昭司 (1994)

古畑和孝編「社会心理学小辞典」有斐閣、 1994、p.86.)
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表 1：マーケティング研究における関与概念の分類

自我関与 (ego-involvement) 事物または考えが個人の価値体系の中心に関連する程度。

コミットメント (commitment) ある問題の特定の立場への関与。個人とブランド選択を結

びつけるもので、「ロイヤルティ」という概念で把握され

る。

コミュニケーション関与 特定の時におこるもので、場面特有で、一時的なもので、

(communication involvement) コミュニケーション、特に広告に対する関与。

・広告関与

(advertising involvement) 

状況関与 ある状況がその状況においてその人の行動に対する関心を

(situational involvement) 引き起こす能力。個人が一定の時間に広告やプランドとい

ったある対象に対して持つ関与の度合い。

永続的関与 購入場面と独立して存在し、自我または快楽的楽しさとの

(enduring involvement) 関連程度によって動機づけられる関与。個人が以前から一

つの対象に対して持っている関与の度合い。

反応関与 消費者の意思決定全般を特徴づける認知過程および行動過

(response involvement) 程の複雑性。個人が情報収集過程や意思決定過程で一時的

に持つ複雑な関与の程度で、状況関与と永続的関与の双方

からもたらされる。

購買関与 状況関与の一種で、自我関与や知覚リスクなどによって度

(purchase involvement) 合いが高くなる。

製品関与 購買目標がない時に、リスクに基づかず、製品と個人の欲

(product (class) involvement) 求・価値・自己概念との関連の強度によって生じる関与。

認知的関与 プランドの性能を強調する功利的動機から生じるもの。メ

(cognitive involvement) ーカーやプランドの知識に関する論理的、分析的処理。

感情的関与 実際の自己像や理想の自己像を表現する側面に情緒的に美

(affective involvement) 的にアピールする価値表出的動機から生じるもの。製品に

対する愛着や魅力、使用行動における楽しさなどの感情

的・情緒的側面に関するアナロジー的、全体的処理。

さらに、これらを青木 (1989)に基づいてまとめると次の 3類型となる。

①対象に基づく関与の類型化

•製品関与（製品クラスに対する関与）、

・プランドコミットメント（プランドに対する関与）、

・広告関与、コミュニケーション関与（コミュニケーション・広告に対する関与）
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②持続性・状況性に基づく関与の類型化

・永続的関与（購買状況に依存しない永続的な関与）

・状況関与（購買状況に基づく関与）、

・反応関与

③動機的基盤に基づく関与

・認知的関与

．感情的関与

1.1.2．永続的関与

永続的関与を考える場合、まず第一に、購買意思決定に関わる関与とは異なることを強調し

なければならない。永続的関与は、購買状況関与とは違うということである。購買状況に依存

しない持続的な「関心」「興味」「（自分にとっての）重要性」などから構成される永続的関与

の代表的なものが、ある製品クラスに対する関与、すなわち「製品関与」である。

永続的関与ないしは製品関与についてはさまざま先行研究があり、論者によって定義する概

念の及ぶ範囲に隔たりがある。本研究における永続的関与の概念は、 Higieand Feick (1989) 

の永続的関与研究で提起された以下の定義に基づいている。「永続的関与は、個人との関連の

原因となる、ある製品ないしはある活動による潜在的な刺激によって表現される、個人ごとに

異なる変数である。永続的関与は、その製品や活動が個人の自分に対するイメージと結び付く

度合い、それについて考えることから得られる喜びの度合い、その製品の使用やその活動への

従事の度合いによって、本質的に、もたらされる。」 (Higieand Feick (1989) p.690) 

1.1.3．永続的関与結果行動

永続的関与に基づく消費者の行動も、さまざまな先行研究でとりあげられてきた。その代表

的なものとして、まず、 Kapfereret Laurent (1983)は、選択につながるプロセスの深化、情

報収集の喜び、選択について他人に依存しなくなること、製品クラスに対する能力、情報探索、

広告受容を、 Zaichkowsky(1985)は、製品に関する情報への関心、プランドの特徴に関する

知識、プランド間の相違の認識、あるプランドを好む傾向の存在を取り上げている。また、

Higie and Feick (1989)は、日常的に情報を収集する傾向、情報を他人に伝える傾向、オピニ

オン・リーダーシップを取り上げている。さらに、ブランド・コミットメントや製品に出来る

限り最高のパフォーマンスを追求する傾向などが付け加わる。
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Strazzieri (1994)が言うように、ある製品クラスに対する消費者の永続的関与の度合いを

測定する尺度は、上記のような永続的関与に基づく行動を正しく予測・予告する形をとらねば

ならない。換言すれば、永続的関与の結果に基づく行動につながりを持たない項目を永続的関

与測定尺度に含めるべきではない。

本研究では、 Strazzieri(1994)の言う「永続的関与を前提とする結果」 (Con涎quencespos-

tulees de l'implication) を「永続的関与結果行動」と呼ぶものとする。

1.2．知覚リスク

1.2.1．マーケティング研究における知覚リスクの概念

マーケティング研究における知覚リスクの概念は、 Bauerが1960年に発表した「リスク敢行と

しての消費者行動」 (ConsumerBehavior as Risk Taking)によって提起された。この論文の中

で、 Bauerは、「知覚リスクとは、一連の購買行動に伴う不確実性および購買の結果に関する

購買者の主観的評価に関するリスクである」（上田 (1988)）と定義している。知覚リスクには、

2つの次元が存在する。 Bauer論文において、知覚リスクは「不確実性とそれに伴った結果の

深刻さ」 ("acombination of uncertainity plus seriousness of outcome involved’'）と規定された

が、この区分はその後の研究者にも継承された。論者によって表現は微妙に異なるが、知覚リ

スクの 2つの構成要素として、（ 1)商品選択に関する「不確実性／失敗する可能性（確率）」

(uncertainity/possibility (probability) of error) と、（2)商品選択が不満足に終わった場合に

「その結果がもたらす重大性（深刻度）」（seriousness(importance) of consequences) とに分

割することが一般化している。＊ 2

知覚リスクの概念は、ある製品クラスに固有のリスクと、商品選択時の状況に伴うリスクと

いう2次元からの把握も可能である。この2次元をBettman(1973)は、「固有リスク」 (inhe-

rent risk) と「処理されたリスク」 (handledrisk) と呼んでいる。固有リスクは、消費者に対

してある製品クラスが全体として有するリスクであり、処理されたリスクは、消費者がある製

品クラスから特定ブランドを選択する場合に生ずるリスクである。 (Bettman(1973) p.184 ; 

佐藤 (1987)p.67) 

•2 一方，社会心理学における「リスク認知」 (riskperception)は，以下のような概念である。

「災害，原子力発電所事故，薬害，交通事故などのリスクがどのように認知されているかを研究する分野。リスク・イメージ

の研究と確率的認知の研究分野に分けることができる。リスク・イメージは、恐ろしさ (dread)、未知性 (Wlkn叩 n)、災害規

模 (!izeof irIVo訳mmt)の3つの認知要素で形成されるという P.スロビックの説がよく知られている。また，人間の確率的

事象の認知能力がきわめて低いことがわかっている。たとえば、よい事象が起こる確率と悪い事象が起こる確率は同等に評価

できない，などである。確率的認知そのものによる認知バイアスをリスク認知の 1次的バイアスといい，特定のリスク認知に

よるバイアスを2次的パイアスという。」（岡本浩一 (1004) 古畑和孝編「社会心理学小辞典』有斐閣， 1004,p.244.) 
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一般的な知覚リスクの分類をあげれば、以下の通りとなる。

表2:マーケティング研究における知覚リスク概念の分類

機能的リスク 当該商品が購買者の期待通りに機能するか否か、という点に関する不

(performance risk) 確実性が存在するために生じる知覚リスク。

物理的リスク 当該商品は使用に際し安全か、身体上の損害を与えないか、使用が環

(physical risk) 境汚染や破壊につながらないか、などに関する不確実性が存在するた

めに生じる知覚リスク。

経済的リスク 当該商品のもたらす便益が、購買に要したコストに見合うものかどう

(financial risk) かに関する不確実性の存在から生じる知覚リスク。

社会的リスク 当該商品に関し、購買者が他者から下される評価に不確実性が存在す

(social risk) ることから生じる知覚リスク。

心理的リスク 当該商品が購買者の自尊心を満足させることができるかどうかについ

(psychological risk) ての不確実性が存在することから生じる知覚リスク。

（出所）上田 (1986)pp.89-90. 

1.2.2. リスクマネジメント理論への適用

リスクマネジメント理論＊3においては、リスクは「事故の可能性」と理解され、以下の概念

の総てを包含する。すなわち、①ハザード (hazard) ：事故発生に影響する環境・条件・事情、

②リスク (risk) ：事故発生の可能性、③ペリル (peril) ：事故それ自体、そして④クライシ

ス（危機） ：事故の可能性の接近・事故の結果の持続である。予想される結果と現実の結果と

いう次元からアプローチすれば、リスクは「予想される結果と実際の結果の潜在的な相違」と

捉えられる。＂

リスクの諸概念とロス (loss)、すなわち損失との関係を以下に図示しておこう。

図1:リスクの概念

1ハザード（事故の可能性に影響する条件） 1 

↓ ← |リスク（事故の可能性） 1 

Iペリル（事故） I 
↓ 

lロス （損失）
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組織・個人をとりまくリスクにはさまざまなものが存在するが、最も基本的な分類が、純粋

リスク (purerisk) と投機的リスク (speculativerisk) による二分法である。 純粋リスクと

は、自然災害や偶発的事故など、当事者の意思とは関係なく発生する偶発的事象であり、それ

が現実化した場合に、「損失のみが発生するリスク (lossonly risk)」である。投機的リスクと

は、意思決定に基づく、受容されたリスクであり、それによって、「損失を発生することもあ

れば、利益を発生することもあるリスク (lossor gain risk)」である。

「リスクマネジメント＝リスクの転嫁、すなわち保険」とする限定的な発想に適合するのが純

粋リスクである。一方、投機的リスクとは、戦略的意思決定に伴うリスクであり、リスクの転

嫁（保険）に限定しない「リスクマネジメント＝転嫁（保険）可能リスクから経営戦略上のリスク

まで組織・個人活動に伴うあらゆるリスクのマネジメント」とする発展的な発想に適合する。

このリスクマネジメント理論のエッセンスを用いて消費者の購買意思決定と知覚リスクとの

関係を説明すれば次のようになろう。

図2:リスクマネジメント理論の枠組みを用いた消費者の購買意思決定と知覚リスク

ハザード（購買意思決定に影響する市場璽圃・個人的Ill)

↓ 

購買意思決定＝選択に失敗す ↑
 

↓

↓

 
る可能性と成功する可能性の ↓ 

双方を内在した投機的リスク I→↓ 
に関わる濶 1構］訓

リスク＝選択け製聞，lりilL'爆，11'「It『h1t！憔と

選択に失敗することによる

-「［韻，l馳'kIj

↓→ "冒璽＝選択に満足感 I

Iペリル（璽圃＝選択に不満足・選択について否定的な評価を得る）

ロス償璽D
選択した商品が期待した通りに機能しない「機能的」ロス

選択した商品によって身体上の損害を被るなどの「物理的」ロス

選択した商品のもたらす便益が要したコストに見合わない「経済的」ロス

選択した商品によって他者から低く評価される「社会的」ロス

選択した商品が自尊心を満足させないなどの苦悩をもたらす「心理的」ロス

•3 ,)スクマネジメント理論については以下参照。日本リスクマネジメント学会編「リスクマネジメント事典』（「危険と

管理」第16号）、 1988；石名坂邦昭「リスク・マネジメントの理論』白桃書房、 1994；亀井利明「危機管理とリスクマネ

ジメント』同文舘、 1997；南方哲也「リスクマネジメントの基礎理論』晃洋書房、 1993.

＂ 森宮康「リスクマネジメントとシステム監査」『明大商学論叢』第81巻第1• 2号、 1999、p.86.
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1.2.3．永続的関与と知覚リスクの関係

永続的関与と知覚リスクとの関係について、 Strazzieri(1994)は、永続的関与と知覚リス

クの概念が共有するのは、商品選択に失敗した場合の深刻度のみであり、両者は独立した概念

であると問題提起している。商品選択失敗の結果の深刻さ・重大さは、知覚リスクの2次元の

一つであり、知覚リスク測定尺度における典型的な一項目である。結果の深刻さ・重大さは、

永続的関与測定尺度においては、「重要性」「関連性」といった項目として取り扱われている。

図3におけるStrazzieriのモデルが示すように、重要性／選択失敗の結果の深刻性を共有する永

続的関与と知覚リスクの概念は、それぞれに固有のもう一つの次元を有する。永続的関与の場

合、それは「興味」や「魅力」であり、知覚リスクの場合、それは選択に失敗するのではない

かという「不安」である。

図3：永続的関与と知覚リスクの関係： Strazzieriのモデル (1994)

製品に園麗j(interet)

を持ったり、鵬國

(attirance)を感じて

いる度合い

永続的関与

(implication) 

薗謳饂(pertinence)・ 

薗璽塵(importance)

／選択に失敗した場合

の議園麗(gravitも des 

consequences) 

選択に失敗する

のではないかという

璽麗(incertitude)

知覚リスク

(risque per~u) 

Strazzieriのモデルにおける発想・着眼点は、以下に引用する堀 (1991) と同様である。

すなわち、関与研究における「機能論のとらえ方は、動機に基盤を置くものであり、人間の

外、内の考え方が明確ではなく、すべての人間を内的なものにしてしまっている。状況から生

じるリスクの側面は認知的なもの、個人の内的な重要性は、感情的なものととらえている。

そのため、永続的関与としての製品関与と（購買課題が生じたときの）状況関与としての購買

関与を特に区別することなく測定している。つまり、購買関与の先行因と考えられるリスク要

因（リスクの重要性とリスクの可能性）と、製品関与の先行因と考えられる快楽、記号の位置

付けがある。重要性、興味が両方に関する項目になるが、リスクの重要性と同一になったり
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(Laurent & Kapferer (1985)）、快楽と同一になったり (Jain& Srinivasan (1990)）している。

特に、 Jain& Srinivasan (1990)の全項目の因子分析において、 f1IIIJは関連性・重要性因

子に渭圃騨ある」は関心・快楽因子に負荷が大きい。層圃劃が功利的側面を、層置員」が

感情的側面を表している。 importantは第一義として重大であるので、リスクの側面が強くな

る。どちらかというと、 I|llN騰I'」ll1'’I'I軋'lll『l'机',ill、開ilh'1||t'¥,閏，I贔illli』I]1位，と関連するものであり、それぞれ

認知的関与、感情的関与である。」（以上、堀 (1991)pp. 34-35．より引用。 網かけは筆者によ

る。）

永続的関与と知覚リスクの観点から描出される消費者の典型像は、表3に示す通りである。

ある製品クラスに対して知覚リスクの傾向のみを示す消費者は、購買という状況に強く関与し

ている。それゆえに、購買が終了した途端に、その製品クラスは、自らの関心事ではなくなっ

てしまう。逆に、ある製品クラスに対して永続的な関与の傾向を示す消費者の場合、購買状況

の有無、購買の前後に関わりなく、その製品に関心・興味を持ち、日常的に情報を探索するほ

か、広告にも注意を払う。製品クラスそれ自体が、永続的関与の傾向を示す消費者にとっては

非常に重要であり、購買の際は、「満足を最大化」すべく、最良の選択に努める。一方、知覚

リスクの傾向のみを示す消費者の場合、満足いく選択という行為のみが自分にとって大切であ

り、「不満足を最小化」すべく、不満足な要素を回避するという点に特に力が注がれる。広告

についても、何か自分の不安を取り除くような要素を探す傾向を示す。要約すれば、永続的関

与が、ある製品クラスが「好きな」消費者を描出するのに対し、知覚リスクは、「選択失敗を

恐れている」消費者を描出する傾向にある。 (Strazzieri(1994) p.79) 

表3：永続的関与と知覚リスクに関する消費者の典型像：

永続的関与 知覚リスク

「私はこの製品が好きだ。」 「私は商品選択に失敗するのが恐い。」

•製品に対する継続的な関与の態度 ・購買に関わる非継続的な関与の態度

・日常的に情報探索が即喜びにつながる ・（購入プロセスにおける）不安除去に主眼

•高いレベルの満足の追求 が置かれたその場かぎりの情報探索

・広告に対する継続的な関心と注意 ・不満足の回避に注力

•このタイプの消費者に対するマーケティン ・広告に対する非継続的な注意

グ活動は、不安をとりのぞくと同時に魅惑 •このタイプの消費者に対するマーケティン

することに主眼が置かれる グ活動は、不安をとりのぞくことに主眼が

置かれる

（出所） Strazzieri(1994) p.79. 

関与と知覚リスクの関係について考える際に留意しなければならないのは、製品クラスに固

有の関与水準ならびに知覚リスク水準と、各個人ごとの（その製品クラスに対する）関与水準
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ならびに知覚リスク水準との区別である。「知覚リスクが強ければ強いほど関与も大きくなる」

(Lendrevie et Lindon (1997) p.167) というような記述が見られるが、これは製品クラスにつ

いて述べられたことであって、必ずしも各個人の水準にあてはまるわけではない。すなわち、

自動車のように、関与と知覚リスクの程度がともに一般的に高い商品について、常時関心を持

っている永続的関与水準の高い消費者は、日常的に情報収集に余念がなく、必ずしもその（将

来的な）購買についてリスクを知覚しているわけではない。 Strazzieriの主張する永続的関与

と知覚リスクの独立も、ある製品クラスに対する個人ごとの水準を対象とする。つまり、上記

の表3に示されたように、ある製品クラスについて、永続的関与水準の高い消費者と知覚リス

ク水準の高い消費者は、異なる／別個であるという考え方である。

1.2.4．知覚リスクの軽減行動

消費者の知覚リスク処理方法を、神山 (1997)は次のように 3つに分類している。まず第一

に、「知覚されたリスク」を減少させることによって自己の行動を正当化する方法、すなわち

リスク軽減 (riskreduction) による処理方法である。 第二番目は、「知覚されたリスク」を補

填できるようなベネフィット（有用性、利益、恩恵など）を商品に期待し、そのようなベネフ

ィットとリスクとの間で心理的な取り引きをすることによる処理方法である。 第三番目は、

リスクをあえて冒し、商品を情動的あるいは衝動的に購入するリスク無視による処理方法であ

る。（神山 (1997)p.210)また、 Roselieus(1971)は、知覚リスクヘの処理方法として、①知

覚リスクの軽減、②知覚リスクのシフト、③購入の延期、④リスクを知覚したままでの購入の

4つを示した。この4つの内、知覚リスクのシフトの内容が明確ではないが（佐藤 (1987)

p.62)、これら 4つは、一応、ビジネス・リスクマネジメント理論で言うリスク処理手段、す

なわち「除去」「転嫁」「回避」「保有」に対応している。

なお、 Roselieus(1971)は、知覚リスクの軽減方法として、①保証 (endorsements)、②プ

ランド・ロイヤリティ (brandloyalty)、③ブランド・イメージ (brandimage)、④民間機関

による商品テストの利用 (privatetesting)、⑤ストア・イメージ (storeimage)、⑥試供品の

利用 (freesample)、⑦金銭返却の保証 (money-backgurantee)、⑧公共機関による商品テス

トの利用 (governmenttesting)、⑨買い回り (shopping)、⑩値段の高さ (expensivemodel)、

⑪ロコミ (wordof mouth) の11を挙げている。

Lambin (1998)は、購買意思決定以前に知覚リスクを軽減する唯一の方法は情報探索であ

るとし、具体的な情報源を、個人的情報源（家族、隣人、友人など）、商業的情報源（広告、

店員、カタログなど）、公的情報源（比較テスト、公的刊行物など）、実験関係情報源（試用、

商品吟味など）に分類している。 同時に、消費者の知覚リスク水準が高い程、情報探索の度

合いも高くなるとしている。 (Lambin(1998) p.103) 
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これら消費者の知覚リスク軽減行動に関する考え方をリスクマネジメント理論におけるリス

ク処理手段選択論へ適用することについては、本研究のデータ分析を経たインプリケーション

の部分において試みる。

1.3. ブランド・カテゴライゼーション

ブランド・カテゴライゼーションの理論的枠組みについては、邦文文献では、恩蔵直人著

「競争優位のプランド戦略』 (1995)第11章「ブランドカテゴライゼーションの枠組み」が、簡

潔かつ明晰である。英語文献では、プランドカテゴライゼーションに関する過去30年の文献を

レビューしたJolivot(1997)''Thirty years of research on consideration set : state of art"に詳し

い。恩蔵が前掲書の中で述べているように、プランド・カテゴライゼーションの諸モデルの中

で、最も整理されたものと考えられているのが、 Brisoux& Larocheによるモデルである。

図4にBrisoux(1980) によるモデルを示す。

図4: プランド・カテゴライゼーション： Brisoux(1980)のモデル

第ー選択
I/ I 

想起集合
l¥l 

他の想起集合
| | 

処理集合 戸保留集合
1/1 

知名集合

入手可能集合 K 非処理集合.I 1拒否集合

I非知名集合 フォギー集合

1.知覚段階 2.処理段階 3.検討段階 4.選別段階

（出所） Jolivot(1997) p.5. 

Brisouxの1980年段階のモデルでは、集合 (set) という語ではなく、プランド群 (brands)

という語が使用されているが、本稿では集合と記している。さて、入手可能な全てのプランド

(Available brands)は、第1段階の知覚段階 (Awarenessstage)において、消費者が当該ブラ

ンドの存在を知っているか否かを基準にして、知名集合 (Awareset) と非知名集合

(Unaware set) とに分類される。知名集合は、第2段階である処理段階 (Processingstage)で

は、消費者が製品の特徴も知っており評価できるという処理集合 (Processedset) と、名前は

知っているが製品の特徴については知らないので評価不可能な非処理集合・フォギー集合
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(Unprocessed set or foggy set) とに分類される。処理集合は、第3段階の検討段階

(Consideration stage)において、以下の三つに分類される。すなわち、「消費者が、所定の製

品クラスにおいて認知しているプランドの集合のうち、購買を考えるような下位集合」（恩蔵

(1995) pp.22記226)である想起集合 (Evokedset)と、「品質の割に価格が高かったり、自己

の属する準拠集団の誰もが買わない、あるいは十分な情報を入手していないなどの理由で、仮

に認識していたとしても購買代替案からは外されているプランド」（前掲書，p.228)である保

留集合 (holdset)、そして、「消費者が購買決定をする時、検討対象とはならないプランド」

（前掲書， p.228)である拒否集合 (rejectset)の三つの集合である。第 4段階の選択段階

(Preference stage)で、想起集合は、実際の第ー選択プランド (Firstchoice)と第ー選択にも

れた他の想起集合 (Otherevoked set)に分かれる。

図5のChandonet Strazzieri (1986)のモデルは、 Brisouxらのモデルを簡略化し、「想起集合」

(Ensemble evoque, Evoked set)という用語をめぐる誤解を避けるために、これに代えて「検

討集合」 (Ensembleconsideration, Consideration set)という用語を使用している。このモデル

は、名前を知っているプランド、すなわち「知名集合」 (Ensembleconnu, Awareness set)の

内、購買に際しての候補に入る検討集合にも、絶対購入しないという「拒否集合」にも入らな

いものを「無関心集合」 (Ensembleindifference, Indifference set)としている。さらに無関心

集合をよくわからないプランドである「フォギー無関心集合」 (Indifferencefloue, foggy indif-

ference) と、候補に入れるほど好きでもないし拒否するほど嫌いでもないという「中立的無

関心」 (Indifferenceneutre, Neutral indifference)とに分けている。

図5:プランド・カテゴライゼーション Chandonet Strazzieri (1986)のモデル

検討集合

Consideration set Iフォギー無関心

Foggy 

知名集合 〖無関心集合
I / 1 indifference 

Awareness set Indifference set 
中立的無関心

拒否集合 | inNeduifftral erence 

Reject set 

（出所） Jolivot(1997) p.6. 
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関与水準を説明変数とするプランド・カテゴライゼーションの研究については、恩蔵による

前掲書第12章「想起集合のサイズと関与水準」に簡潔な文献レビューがあるほか、フランス語

圏の文献としてはPerrault(1992)がこの問題を主題の一つとして取り扱っている。知名集合、

想起集合、拒否集合といったプランド・カテゴライゼーション変数と関与水準との関係は、調

査対象となる製品の種類あるいは消費者の属性によって、その傾向が異なり、諸研究者による

先行研究においても、一致した見解は得られていない。製品に対する関与水準が高い程、想起

集合などのプランド・カテゴライゼーション変数のサイズが大きくなるという結論を導いた研

究もあれば、関与水準が高い程、プランド・カテゴライゼーション変数が小さくなるという結

論を導き出した研究もある。恩蔵 (1995)による、東京都内立地大学に在籍する学生を対象と

したウィスキー、テニスラケット、ファミリーレストランなどに関するプランド意識アンケー

ト調査に基づく研究では、「消費者にとって関与水準の高い製品ほど、想起集合のサイズは小

さくなる」ことと「消費者にとって関与水準の高い製品ほど、拒否集合のサイズは大きくなる」

ことが明らかとなった。一方、 Perreault (1992)による、 222人の消費者に対する歯磨き粉に

関するプランド意識調査に基づく研究では、「消費者の関与水準が高い程、拒否集合のサイズ

が大きくなる」ことが明らかとなった。
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2.目的・仮説・調査方法

2.1.目的

本研究の目的は、まず第一に、 PIA尺度の内的一貰性、一元性、永続的関与結果行動予測に

ついての信頼性、そしてStrazzieriの主張する永続的関与と知覚リスクとの独立性を検証する

ことにある。第二に、 PIA尺度による永続的関与水準の測定結果に基づき、永続的関与と「知

覚リスクの軽減行動」ならびに「プランドカテゴライゼーション」変数との関係について基礎

的な分析をすることにある。すなわち、高関与・低関与消費者ならびに高リスク知覚・低リス

ク知覚消費者の行動を「知覚リスク軽減行動」と「プランドカテゴライゼーション」変数を用

いて描出することにある。

2.2.仮説

本研究では、以下のような仮説を設定した。

仮説I:PIA尺度は一元性で内的一貫性を有する永続的関与測定尺度である。

仮説II:PIA尺度によって、永続的関与結果行動を的確に予測することが可能である。

仮説III：個人の永続的関与と知覚リスクには関係がない。

仮説W ：個人の永続的関与と知覚リスク軽減行動には関係がある。

仮説V：個人の永続的関与とプランドカテゴライゼーションには関係がある。

2.3. 調査対象商品

本研究で調査対象としたのは、パソコンである。パソコンの商品特性は、以下の通りであ

る。

まず、旭通信社が実施した製品クラスごとの関与水準の調査によると、パソコンは最も関与

水準の高い商品であった。＊5

パソコンは以下の観点から、一般的な知覚リスク水準がきわめて高い製品クラスであると考

えられる。

①技術革新の速度がきわめて速い。②技術革新の速さに伴い市場環境の変化も速い。③新製

品発売の間隔が短い。④旧モデルが短期間で著しく値下がりする。⑤初心者には依然として操

*5 中川 (1994)は，高関与型商品として，調査において水準の高かったものから順に①パソコン，②生命保険，③証券，

④～⑦各種自動車，⑧冷蔵庫，⑨ビデオカメラ，⑩海外パック旅行を挙げている。
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作が難しい商品である。⑦給与の一月分では購入が困難な高額商品である。⑧何に使用するか

という明確な目的を持たないと宝の持ち腐れになる可能性の高い商品である。

また、 SONYのVaioシリーズとAppleのiMacシリーズが発売されたことによってパソコン製

品に「デザイン性」や「色彩」というそれまでになかった属性が導入され、購買意思決定がさ

らに複雑化した製品クラスとなっている。

よって、消費者の永続的関与と知覚リスク・知覚リスク軽減行動さらにはブランドカテゴラ

イゼーションを考える上で適切な製品クラスであると考えられる。

なお、製品クラスとしてパソコンを用いた永続的関与に関する先行研究には、 Higieand 

Feick (1989)があるが、 1989年当時のパソコンの普及状況やパソコン市場の動向さらには技

術的程度などを考慮すると、本研究と共時的な比較を行なうには無理がある。

2.4. 調査対象者と調査方法

本研究のアンケート調査対象者となったのは、関西大学総合情報学部学生217名である。ア

ンケート調査に先立って、十数名の学生に対するグループ・インタビューを実施し、パソコン

に対する意識などについて聴き取り調査をした。 これを踏まえて、アンケートの質問項目を

設定した。パソコンに関する「関与」「リスク」「プランド・カテゴライゼーション」を中心と

するアンケート調査はMicrosoft社のWindows'98日本語版の発売を間近に控えた1998年6月およ

び7月に実施した。＊6

調査対象者217名の詳細は次の通りである。男女の内訳は、男性が165名 (76.0%）で女性が

52名 (24.0%）であった。学年の内訳は1年次学生が119名、 2年次以上の学生が98名 (2年次学

生74名、 3年次学生9名、 4年次学生15名）であった。パソコンの使用経験年数の平均は1.9年で

あった。 1年次生で大学に入学してからパソコンを使用し始めた者は、大学入学後3ヶ月が経過

した6月末から7月初旬にかけて本調査に回答したので、必然的にパソコン使用経験が3ヶ月と

いう回答を寄せることとなったが、このような対象者が73人 (33.6%)いた。 パソコンを所有

している者は、 104人 (48.6%）であった。

関西大学総合情報学部学生の特性は、仮にパソコンを個人的に所有していない者であっても、

少なくとも大学におけるパソコンの実習授業への参加という形で、パソコンを使用した経験を

有していることである。すなわち、本研究のアンケート調査の回答者は、経験年数の差や熟練

度の相違はあるものの、全員が調査対象製品クラスであるパソコンの使用者・使用経験者であ

る。さらに、回答者の約半数を占める一回生について言えば、大学入学後に本格的にパソコン

*6 アンケート調査では，旭通信社が作成した関与測定尺度であるAPD(Asahi Purchase Decision)も使用したが，本稿で

は，その結果に基づく分析は割愛した。
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を使用し始めた者が大多数であり、大学の授業参加を通じてのパソコンに対する永続的関与水

準の上昇、同時にパソコン購買の必要性を認識することによってのパソコンに対する知覚リス

ク水準の上昇とが共に推測される状況にあると言えよう。

2.5. 尺度

本研究で使用した尺度は以下の通りである。

①永続的関与測定尺度

Strazzieri (1994), Strazzieri & Hajdukowicz-Brisson (1996), Le Roux (1996), Le Roux, 

Chandon et Strazzieri (1997)に基づいて 6項目から成るPIA(Pertinence In狛r@t-Attirance)

永続的関与測定尺度を採用した。

P恥 K続的関与測定尺度

関連 1 (Pertinence 1) これは私にとって本当に重要な商品だ。

関連2 (Pertinence 2) これは私にとって特別の意味合いを持つ商品だ。

関心 1 (Int:eret 1) 私はこの製品について話すのが大好きだ。

関心2 (In協ret2) これは私の関心を引く商品だと言える。

魅力 1(Attirance 1) 私はこの製品に特別に惹かれる。

魅力2 (Attirance 2) これを買うためにいろいろ調べるということそのものが私にとっ

て喜びだ。

(4件法リカート尺度： 1 ＝まったくあてはまらない、 2＝あまりあてはまらない、 3＝まああてはまる、

4 ＝よくあてはまる）

②永続的関与結果行動測定尺度

永続的関与結果行動 (con涎quencesd'implication) としては、 Strazzieri(1994), Strazzieri 

& Hajdukowicz-Brisson (1996), Le Roux (1996), Le Roux, Chandon et Strazzieri (1997)に

基づいて、 7項目を採用し、以下の通り永続的関与結果行動測定尺度とした。なお、

Strazzieri (1994) らの研究は、先行研究において示された永続的関与結果行動の中から、重

要かつ普遍的と判断されるものを抽出している。
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永続的関与結果行動測定尺度

Cl 情報探索 新しいブランドやモデルの情報に敏感だ。

(Propension a l'information) 

C2 広告受容度 この製品の広告を見るのが大好きだ。

（細ptivitea la publici託）

C3 広告探索 雑誌の中でこの製品の広告を探す傾向がある。

(Tendance a rechercher la publici託）

C4 要求 この製品については、非常に要求が多い。

(Exigence) 

C5 出費の許容 この製品にはかなりの金額を出費してもよい。

(Disposition a mettre le prix) 

C6 熟練 この製品について詳しく知っていると言える

(Expertise) 

C7 プランドロイヤルティ この製品については、自分のお気に入りのプランド

(Engagement) を特に擁護する傾向にある。

(4件法リカート尺度： 1 ＝まったくあてはまらない、 2＝あまりあてはまらない、 3＝まああてはまる、

4 ＝よくあてはまる）

③知覚リスク測定尺度

一般的な知覚リスク測定尺度は、①選択に失敗した場合の深刻さの測定、②選択に失敗する

可能性（恐れ）の測定の 2次元から成る。本研究では、この 1つ目の次元をさらに、「重要性」

と、選択失敗の「結果」の深刻度とに分けて、以下の通り 3項目から成る知覚リスク測定尺度

を用意した。

知覚リスク測定尺度

リスク 1 選択に失敗すると損失が大きい。

（重要性）

リスク 2 購入後に自分の選択が満足いくものではなかったことが判ると、非

（結果） 常に気が滅入る。

リスク 3 購入の際、選択に失敗する可能性が大きい。

（失敗の可能性・不安）

(4件法リカート尺度： 1 ＝まったくあてはまらない、 2＝あまりあてはまらない、 3＝まああてはまる、

4 ＝よくあてはまる）
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④知覚リスク軽減行動尺度

Roselieusによる知覚リスク軽減行動 (riskreduction) 11類型を参考に、パソコンの商品特

性も考慮して、 12項目から成るリスク軽減行動を抽出し、以下の通り知覚リスク軽減行動尺度

とした。

知覚リスク軽減行動尺度

Rl 購買をあきらめる。

R2 できるだけ安いモデルを購入する。

R3 有名なプランドを購入する。

R4 流行のプランドを購入する。

R5 できるだけ情報を集める。

R6 周囲の人の話を聴く。

R7 自分の勤務先・学校にあるのと同じモデルを購入する。

R8 周囲の人が持っているのと同じモデルを購入する。

R9 CM・広告が良いものを購入する。

R10 値段が高いモデルを購入する。

Rll 最新の製品を購入する。

Rl2 中古品を購入する。

(4件法リカート尺度： 1 ＝まったくあてはまらない、 2＝あまりあてはまらない、 3＝まああてはまる、

4＝よくあてはまる）

⑤プランド・カテゴライゼーション尺度

プランド・カテゴライゼーションとして、先行研究に基づき、「突起集合」「知名集合」、「拒

否集合」「検討集合」を抽出し、以下の通り、プランド・カテゴライゼーション尺度とした。

プランド・カテゴライゼーション尺度

以下に用意したパソコンのプランド一覧表に基づいて、各質問に答えて下さい。

圭芸圭iI至呑；；i竺i二：言三宝戸圭至三迂圭宝吉；こ：：／さい。
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3. 分析および考察

3.1.PIA尺度と永続的関与測定

3.1.1永続的関与・永続的関与結果行動の基本統計

永続的関与、永続的関与結果行動の各項目についての基本統計の結果は、表5、表6に示す通

りであった。

表 5:PIA永続的関与測定尺度 •6項目の評定平均値・標準偏差

永続的関与項目 平均値 標準偏差

関連 1 これは私にとって本当に重要な商品だ。 3.095 0.692 

関連2 これは私にとって特別の意味合いを持つ商品だ。 2.786 0.793 

関心 1 私はこの製品について話すのが大好きだ。 2.100 0.754 

関心2 これは私の関心を引く商品だと言える。 3.0侶 0.799 

魅力 1 私はこの製品に特別に惹かれる。 2.743 0.801 

魅力 2 これを買うためにいろいろ調べるということそのものが私に 2.310 0.861 

とって喜びだ。

表6：永続的関与結果行動尺度7項目の評定平均値・標準偏差

永続的関与結果行動項目 平均値 標準偏差

Cl 情報探索 新しいプランドやモデルの情報に敏感だ。 2.381 0.787 

C2 広告受容度 この製品の広告を見るのが大好きだ。 2.362 0.854 

C3 広告探索 雑誌の中でこの製品の広告を探す傾向がある。 2.171 0.928 

C4 要求 この製品については、非常に要求が多い。 2.605 0.865 

C5 出費の許容 この製品にはかなりの金額を出費してもよい。 2.419 0.850 

C6 熟練 この製品について詳しく知っていると言える。 1.838 0.802 

C7 プランドロイ この製品については、自分のお気に入りのプラ
2.067 0.845 

ャルティ ンドを特に擁護する傾向にある。

3.1.2. PIA尺度の内的一貫性・一元性

P輯続的関与測定尺度 6項目間には、 Pearson積率相関係数、 Spearman順位相関係数、

Kendall順位相関係数のいずれにおいても、 1％水準で有意な正の相関が見られた。また、

Cronbachのa係数を算出すると0.878であった。 PIA尺度は、したがって、内的一貫性を有す
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る永続的関与測定尺度であることが確認できる。

主成分分析の結果は、表7、図6、表8に示す通りであった。固有値1.0以上の基準に達して

いるのは第一主成分のみであった。この第一主成分で分散の62.6％が説明されている。 1を項目

数の 6で除すと0.167となるが、これを越える寄与率を示したのも第一主成分のみであった。

表8に示された第一主成分の因子負荷量に着目すれば、 PIA尺度6項目はいずれも正の方向

に高い値を示している。以上の結果に、図4のScreePlotの結果も含めて、 S1razzieriの意図した

P邸度の一次元性について、その傾向が確認できる。

表7：永続的関与 •PIA尺度 6 項目の主成分分析結果 (1)

固有値 寄与率（％）

1 2.312 62.545 

2 .468 12.661 

3 .297 8.034 

4 .247 6.682 

5 .211 5.713 

6 .161 4.364 

図6：永続的関与 •PIAR度 6 項目の主成分分析結果 (2)
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表8：永続的関与 •PIA尺度 6 項目の主成分分析結果 (3)

永続的関与項目

関連 1:これは私にとって本当に重要な商品だ。

関連2:これは私にとって特別の意味合いを持つ商品だ。

関心 1：私はこの製品について話すのが大好きだ。

関心2:これは私の関心を引く商品だと言える。

魅力 1：私はこの製品に特別に惹かれる。

魅力 2:これを買うためにいろいろ調べるということそのもの

が私にとって喜びだ。

戸寄与率（％）

3.1.3．永続的関与結果行動尺度の内的一貫性

第1主成分

.749 

.768 

.792 

.850 

.835 

.741 

2.312 

62.545 

第2主成分

.298 

.385 

-.209 

.186 

.073 

-.617 

0.468 

12.661 

永続的関与結果行動測定尺度7項目間には、 Pearson積率相関係数、 Spearman順位相関係数、

底 ndall順位相関係数のいずれにおいても、 1％水準で有意な正の相関が見られた。ただし、相

関係数が他の5項目と比較して若干低かったのが、「出費の許容」と「ブランドロイヤルティ」

の2変数であった。次いで、 Cronbachのa係数を算出すると0.853であった。本研究で使用した

永続的関与結果行動尺度は、以上より内的一貫性を有する尺度であることが確認できた。この

ように本研究における仮説Iは支持された。

3.1.4.PIA尺度の永続的関与結果行動予測有効性

P邸度と永続的関与結果行動尺度は、双方ともに、内的一貫性を有し、それぞれ永続的関

与と永続的関与結果行動について信頼しうる尺度であることが確認できた。

本節の目的は、 PIA尺度が永続的関与を測定・把握し、永続的に関与した結果とりうる行動

についても有効に予測できること確認することにある。そのため、まず第一に、 PIA尺度によ

る永続的関与 6項目と永続的関与結果行動7項目間の相関分析を行う。第二に、 PIA尺度によ

って測定された永続的関与の水準に基づいて、調査対象者を 3つのグループに分ける。第三に、

永続的関与水準に基づく 3グループが、永続的関与結果行動 7項目について、差があるかどう

かを分析する。
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3.1.4.1. PIA尺度・永続的関与6項目と永続的関与結果行動7項目間の関係

PIA尺度・永続的関与 6項目と永続的関与結果行動7項目間には、 Pearson積率相関係数、

Spearman順位相関係数、 Kendall順位相関係数のいずれにおいても、 1％水準で有意な正の相

関が見られた。ただし、相関係数が他の 5項目と比較して若干低かったのが、「出費の許容」

と「ブランドロイヤルティ」の 2変数であった。なお、 PIA尺度6項目の評定値の合計と、永

続的関与結果行動尺度 7項目の評定値の合計とを計算し、その相関を見たところ、表 9に示さ

れるような結果となった。すなわち、 Pearson積率相関係数、 Spearman順位相関係数、

Kendall順位相関係数のいずれにおいても、 1％水準で有意な正の相関が見られた。

表9: 「PIA尺度・永続的関与6項目評定値合計得点」と「永続的関与結果行動尺度・ 7項目

評定値合計得点」の相関

Pearson積率相関係数

Spearman順位相関係数

Kendall順位相関係数

.716** 

.708** 

.557** ** ・ p < 0.01 

3.1.4.2．永続的関与水準に基づくグループ化

PIA尺度6項目の評定値の合計（以後、「PIA得点」とする）を求め、これを永続的関与の水

準を表すものと把握する。 PIA得点のヒストグラムを図 7に、 PIA得点の度数分布表を表10に

それぞれ示す。 PIA得点のデータについて、正規性の検定を行った結果、表11のようになり、

ほぼ 5％水準で正規分布であることが確認できる。さて、 PIA得点で表現される永続的関与水

準に基づいて、調査対象者を表12のように 3つのグループに分割した。各グループのPIA6項

目 •PIA得点の評定平均値および各グループの永続的関与結果行動7項目・永続的関与結果行

動得点 (7項目の評定値の合計）の評定平均値は、それぞれ表13、表14に示す通りである。

図7:PIA得点のヒストグラム
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表10:PIA得点の度数分布

Valid Cumulative 

Frequency Percent Percent Percent 

Valid 6.00 1 .5 .5 .5 

7.00 2 .9 .9 1.4 

8.00 2 .9 .9 2.4 

9.00 4 1.8 1.9 4.3 

10.00 7 3.2 3.3 7.6 

11.00 13 6.0 6.2 13.7 

12.00 7 3.2 3. 3 17.1 

13.00 11 5.1 5.2 22.3 

14.00 19 8.8 9.0 31.3 

15.00 22 10.1 10.4 41.7 

16.00 32 14.7 15.2 56.9 

17.00 20 9.2 9.5 66.4 

18.00 15 6.9 7.1 73.5 

19.00 10 4.6 4.7 78.2 

20.00 17 7.8 8.1 86.3 

21.00 12 5.5 5.7 91.9 

22.00 14 6.5 6.6 98.6 

23.00 1 .5 .5 99.1 

24.00 2 .9 .9 100.0 

Total 211 97.2 100.0 

Total 217 100.0 

表11:PIA得点の正規性検定結果

Test of Normality 

Kolmogorov-Smirnov 

PIA得点 1 St□:：ic | 2if1 | ．：i 
表12:PIA尺度によって測定された永続的関与水準に基づく3グループ

玉グループ1 （永続的関与水準・低）

グループ2 （永続的関与水準・中）

グループ3 （永続的関与水準・高）

％
声
一
竺
魯
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表13 ：永続的関与水準に基づくグループごとのPIA6項目 •PIA得点の評定平均値

グループ 1（永続的関与 グループ2（永続的関与 グループ3 （永続的関与

水準・低） 水準・中） 水準・高）

関連 1 2.4848 3.1216 3.6338 

関連2 2.1212 2.6892 3.4930 

関心 1 1.3333 2.1486 2.7465 

関心2 2.2576 3.0135 3.8028 

魅力 1 2.0000 2.7027 3.4789 

魅力 2 1.5909 2.2973 3.0000 

PlA得点 11.7879 15.9730 20.1549 

表14：永続的関与水準に基づくグループごとの永続的関与結果行動7項目・永続的関与結果

行動得点 (7項目の評定値の合計）の評定平均値

グループ 1（永続的 グループ2 （永続的 グループ3 （永続的

関与水準・低） 関与水準・中） 関与水準・高）

情報探索 1.8939 2.3108 2.9014 

広告受容度 1.7576 2.2973 2.9859 

広告探索 1.5303 2.2297 2.7183 

要求 1.9848 2.6216 3.1690 

出費の許容 1.9697 2.5541 2.7042 

熟練 1.2879 1.8243 2.3521 

ブランドロイヤルティ 1.6515 2.1486 2.3662 

永続的関与結果行動得点 12.0758 5.9865 19.1972 

3.1.4.3．永続的関与水準に基づく3グループ閥の永続的関与結果行動についての差の分析

ここでは、永続的関与の水準に基づく 3グループ間に、永続的関与結果行動 7項目について、

有意な差があるかどうかを検証する。まず、パラメトリックな、一元配置の分散分析の結果、

永続的関与結果行動の 7項目すべてについて、 3グループの間に 1％水準で有意な差が認めら

れた。次にBonferroniの検定により、グループ 1、グループ2、そしてグループ3へと永続的

関与水準が高くなるにつれて、 5％水準で有意に、永続的関与結果行動7項目の評定値の平均

が高くなることが判明した。 「出費許容」と「プランドロイヤルティ」の項目についてのグ

ループ2とグループ3の間にのみ、評定値の平均に有意な差が認められなかった。つまり、グ

ループ1（永続的関与低水準）とグループ3 （永続的関与高水準）の間をとれば、永続的関与
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結果行動7項目のすべてについて、グループ3の評定値の平均が、グループ 1の評定値の平均

と比較して、 5％水準で有意に高かった。表15に示すノンパラメトリックなKruskal-Wallisの

検定の結果によっても、永続的関与結果行動の7項目すべてについて、 3グループの間に 1%

水準で有意な差があることが確認できる。

以上より、永続的関与の水準が高ければ高い程、より新しいモデルの情報に敏感（情報探索）

で、より広告を見るのが好き（広告受容度）で、より雑誌の中で広告を探す傾向があり（広告

探索）、より製品に対する要求も大きく（要求）、この製品に対する出費の許容度もより高く

（出費の許容度）、より詳しく知っており（熟練）、より自分のお気に入りのプランドを擁護す

る傾向にある（プランドロイヤルティ）ことがわかった。

「出費の許容度」と「プランドロイヤルティ」の2項目に付いては、永続的関与水準による

グループ間の差の程度が低かったのは、次の様に説明できるだろう。 パソコンに対する永続

的関与の度合いが高い者ほど、パソコンについてさまざまな知識を有している。近年、パソコ

ンに精通している者は、プランドなどには無関心で、自らパーツを買い揃えて、自作のパソコ

ンを作る場合もある。さらに、 OSのWindowsの登場によって、機種間の互換性の問題をほと

んど気にする必要がなくなり、プランドに依存する必要性がなくなりつつある。すなわち、パ

ソコンに対する永続的関与水準の高い者の中には、ノープランドのWindowsパソコンの自作

機を製作することによって、パソコン関連の出費を抑制しようとする者が存在するということ

であろう。

以上の結果より、 PIA尺度が永続的関与を測定・把握し、永続的に関与した結果とりうる行

動についても有効に予測できることが確認できた。すなわち、 PIA尺度による永続的関与結果

行動の予測について、その有効性が確認できた。このように本研究における仮説Ilが支持され

た。

表15：永続的関与結果行動力頁目についての3グループ間の差に関するKruskal-Walli涌様素f果

C1 C2 C3 C4 C5 C6 C7 

Chi-Square 57.044 71.123 59.843 64.401 28.125 63.085 26.515 

df 2 2 2 2 2 2 2 

Asymp.Sig. .000 .000 .000 .000 .000 .000 .000 

3.2．知覚リスク

3.2.1.知覚リスクの基本統計

知覚リスク3項目についての基本統計の結果は、表16示す通りであった。
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表16：知覚リスク測定尺度3項目の評定平均値と標準偏差

知覚リスク項目 平均値 標準偏差

リスク 1（重要性） ：選択に失敗すると損失が大きい。 3.299 0.771 

リスク 2（結果） ：購入後に自分の選択が満足いくものではなかっ 2.963 0.844 

たことが判ると、非常に気が滅入る。

リスク 3（失敗の可能性・不安） ：購入の際、選択に失敗する可緋 2.861 0.792 

性が大きい。

3.2.2．知覚’)スクと永続的関与の関係

知覚リスク評定値の合計をリスク得点とした。知覚リスク3項目・リスク得点とPIA得点・

P邸度永続的関与6項目間の相関分析の結果は表17の通りである。知覚リスク・リスク得点

と PIA得点 •PIA6 項目の間には、有意な正の相関は見られなかった。また、ほとんどの組み

合わせにおいて、負の相関係数が見られた。有意な負の相関が見られたのは、「関連 1 （これ

は私にとって本当に重要な商品だ）」と「リスク 2 （結果：購入後に自分の選択が満足いくも

のではなかったことが判ると、非常に気が滅入る）」ならびに「リスク得点」の間と、「関心2

（これは私の関心を引く商品だと言える）」と「リスク1（重要性：選択に失敗すると損失が大

きい）」ならびに「リスク得点」の間であった。しかし、相関図では、これらPearson相関係

数で有意な関係が示された項目間のいずれにおいても線形関係は認められなかった。

以上の結果より、知覚リスクと永続的関与の無相関、すなわち、 Strazzieri(1994)の言う

両者の独立性の傾向が確認できた。

表17：知覚リスク3項目とPIA得点． PIA尺度永続的関与6項目間の相関係数

リスク 1 リスク 2 リスク 3
リスク得点

（重要性） （結果） （不安）

PIA得点 -.127 -.093 -.016 -.135 

関連 1 -.119 -.173* -.042 -.185** 

関連2 -.097 -.042 .054 -.044 

関心 1 -.109 -.060 .024 -.087 

関心2 -.154* -.096 -.066 -.178* 

魅力 1 -.077 -.094 -.026 -.115 

魅力 2 -.054 .005 -.022 -.045 

*: p<0.05 
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3.2.3．知覚リスクと永続的関与結果行動の関係

知覚リスク3項目・リスク得点と永続的関与結果行動 7項目間の相関分析の結果は表18の通

りである。比較のために、 PIA得点と永続的関与結果行動 7項目間の相関分析も加えた。表示

しているのはPearson相関係数である。なお相関分析に先立ち、散布図を用いて線形関係の存

在を確認した。 PIA得点によって示される永続的関与水準と永続的関与結果行動7項目のすべ

ての間に 1％水準で有意な正の相関が確認できる。一方、知覚リスク 3項目と永続的関与結果

行動 7項目間には、大部分の組み合わせで、有意ではない微少な負の相関の傾向が示された。

有意な負の相関が示されたのは、「リスク1（重要性）」の項目と「情報探索」（ 1％水準）、「広

告受容度」（ 5％水準）、「広告探索」（ 5％水準）の 3項目間と、「リスク 3 （不安）」の項目と

「出費の許容」（ 5％水準）の項目間であった。「リスク得点」との間に有意な負の相関が示さ

れたのは、「情報探索」（ 5%水準）、「広告探索」（ 1％水準）、「要求」（ 5％水準）、「出費の許容」

(5%水準）の 4項目であった。この結果から、パソコン商品の選択に失敗すれば大きな損失

となることを認識し、パソコン商品選択におけるリスクの大きさ（重要度）を感じている消費

者ほど、 実際は、情報収集や広告探索などの活動に熱心でないことや、選択に失敗するので

はないかと不安を感じている消費者ほど、パソコン購買にあまりお金を使いたがらないという

ことなどがわかる。

以上より、永続的関与結果行動は、知覚リスク水準によって説明されるものではないことが

明らかとなり、かつ永続的関与結果行動は、 PIA得点によって示されるような永続的関与水準

との有意な正の相関によって説明できることが明らかとなったことから、ここでも、知覚リス

クと永続的関与の独立性が確認できた。このように本研究における仮説IIIが支持された。

ただし、本研究においては、リスク l （重要性）が永続的関与と共有される概念で、リスク

3 （不安）が知覚リスク固有の概念であるというStrazzieri(1994)の主張は確認できなかっ

た。すなわち、リスク l（重要性）の方が、リスク3 （不安）よりも、永続的関与・永続的関

与結果行動との間に強い相関を示すという結果には至らなかった。

なお、表19は、永続的関与水準に基づくグループごとの知覚リスク 3項目・リスク得点の評

定平均値を示している。

-96-



表18：知覚リスク3項目と永続的関与結果行動7項目間の相関係数

PIA得点 リスク l リスク 2 リスク 3
リスク得点

（重要性） （結果） （不安）

情報探索 .569** -.187** -.090 -.040 -.172* 

広告受容度 .603** -.142* -.071 -.005 -.128 

広告探索 .559** -.163* -.112 -.059 -.194** 

要求 .586** -.133 -.101 .004 -.141* 

出費の許容 .382** -.062 -.054 -.145* -.143* 

熟練 .576** -.121 -.102 -.029 -.124 

プランドロイヤルティ .387** .013 .064 -.076 -.019 

** : p < 0.01 * : p < 0.05 

表19：永続的関与水準に基づくグループごとの知覚リスク3項目・リスク得点の評定平均値

グ ループ 1 グループ 2 グループ 3

（永続的関与水 （永続的関与水 （永続的関与水

準・低） 準・中） 準・高）

リスク 1（重要性） ：選択に失敗すると損 3.4500 32639 3.1471 

失が大きい。

リスク 2 （結果） ：購入後に自分の選択が 3.1667 2.9306 2.8382 

滴足いくものではなかったことが判ると、

非常に気が滅入る。

リスク 3 （失敗の可能性・不安） ：購入の 2.9500 2.7222 2.9265 

際、選択に失敗する可能性が大きい。

リスク得点 9.5667 8.9167 8.9118 
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3.3．知覚リスク軽減行動

3.3.1. 知覚リスク軽減行動の基本統計

知覚リスク軽減行動12項目についての評定平均値と標準偏差は、表20および図8に示す通り

であった。図9は、知覚リスク軽減行動12項目について、 4件法リカート尺度による調査と合

せて実施した多重回答型の質問を用いた調査”の結果で、各項目ごとに「軽減行動として使用

する」と答えられた割合を示している。例えば、調査対象者の内の61.1％が、リスク軽減行動

として「できるだけ情報を集める」を挙げている。

表20：知覚リスク軽減行動尺度12項目の評定平均値と標準偏差

知覚リスク軽減行動項目 平均値 標準偏差

Rl 購買をあきらめる。 2.510 1.029 

R2 できるだけ安いモデルを購入する。 2.520 0.809 

R3 有名なプランドを購入する。 3.235 0.745 

R4 流行のプランドを購入する。 3.235 0.718 

R5 できるだけ情報を集める。 3.618 0.613 

R6 周囲の人の話を聴く。 3.461 0.697 

R7 自分の勤務先・学校にあるのと同じモデルを購入する。 2.407 0.785 

R8 周囲の人が持っているのと同じモデルを購入する。 2.495 0.785 

R9 CM・広告が良いものを購入する。 1.868 0.852 

R10 値段が高いモデルを購入する。 1.980 0.729 

Rll 最新の製品を購入する。 2.461 0.917 

R12 中古品を購入する。 1.726 0.725 

•7 1から11の知覚リスク軽減行動のリスト（「中古品を購入する」を省いた）に基づく多重回答型の調査における質問文

は次の通りである。「パソコンは購入に際してリスクの大きい（すぐに新製品が出る・選択が難しい）商品です。あな

たはもし購入するとしたらどうやってそのリスクを回避しますか？ （番号にマル印・複数回答可）」
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図8：知覚リスク軽減行動12項目の評定平均値

知覚リスク軽減行動

(4件法リカート尺度による）

R5：できるだけ情報を集める

R6：周囲の人に意見を求める

R4：流行のブランドを購入する

R3：有名なブランドを購入する

R2：できるだけ安いモデルを購入する

R1：購入をあきらめる

R8：周囲の人と同じモデルを購入する

R11：最新のモデルを購入する

R7：勤務先•学校と同じモデルを購入する

R10：値段が高いモデルを購入する

R9:CM•広告が良いモデルを購入する

R12：中古品を購入する

1圃評定平均値 I

.62 

0 0.5 1 1.5 2 2.5 3 3.5 4 
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図9：知覚リスク軽減行動（多重回答結果）

知覚リスク軽減行動

（多重回答による）

R5：できるだけ情報を集める

R6：周囲の人に意見を求める

R3：有名なブランドを購入する

R4：流行のブランドを購入する

Rl：購入をあきらめる

R2：できるだけ安いモデルを購入する

R11：最新のモデルを購入する

R8：周囲の人と同じモデルを購入する

R7：勤務先・学校と同じモデルを購入する

R10：値段が高いモデルを購入する

R9:CM・広告が良いモデルを購入する目 1

三

61.1 

0 10 20 30 40 50 60 70 
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3.3.2. 知覚リスク軽減行動得点・知覚リスク軽減行動数との関係

リカート尺度を用いた調査において、知覚リスク軽減行動12項目の評定値の合計を「知覚リ

スク軽減行動得点」（以下「軽減得点」とする）として計算した。さらに、多重回答型調査に

おいて、知覚リスク軽減行動として使用すると答えられた項目数の合計を「知覚リスク軽減行

動数」（以下「軽減数」とする）として計算した。

「軽減得点」・「軽減数」と「永続的関与」、「永続的関与結果行動」ならびに「知覚リスク」

との関係に関する分析結果は、表21、表22、表23、表24に示す通りであった。いずれも

Pearson相関係数を算出し表示している。

まず表21において、永続的関与および永続的関与結果行動の水準と、「軽減数」との間に有

意な負の相関が見られた。パソコンに対する永続的関与の水準の高い消費者ほど、知覚リスク

軽減行動への依存度が低いという傾向が確認できる。しかしながら、散布図に見る線形関係は

不明瞭であった。表22からは、 PIA永続的関与6項目の内、「関心 1」、「関心2」ならびに「魅

カ2」の 3項目と「軽減数」の間に有意な負の相関が見られた。相関図によってもこれら項目

間に線形関係があることが確認できた。「パソコンという製品が好きだ」という消費者ほど、

知覚リスク軽減行動として挙げる項目の数が少ないという傾向が確認できる。さらに、表23か

らは、永続的関与結果行動 7項目の内、「要求」と「熟練」の 2項目について、「軽減得点」と

「軽減数」の双方との有意な負の相関が見られた。相関図を見た結果、「熟練」と「軽減得点」

との間については、線形関係は認められず、非線型な関係が認められた。パソコン製品につい

て熟知しており要求が大きい消費者ほど、知覚リスク軽減行動への依存度が低いという傾向が

確認できる。知覚リスク・リスク得点と「軽減得点」「軽減数」の関係については、表24に示

すように、「リスク 2」と「軽減得点」との間を例外として、有意な相関関係は見られなかっ

た。さらに、相関図によって、知覚リスク 3項目と「軽減得点」「軽減数」間の無相関と、リ

スク得点と「軽減得点」「軽減数」との間の非線型な関係が確認できた。

表21：軽減得点・軽減数とPIA得点（永続的関与水準） ・永続的関与結果行動得点間の相関

係数

PIA得点

永続的関与結果行動得点

** : p < 0.01 * : p < 0.05 

軽減得点

-.126 

-.120 
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表22：軽減得点・軽減数とPIA永続的関与6項目間の相関係数

永続的関与： PIA)て度6項目 軽減得点 軽減数

関連 1:これは私にとって本当に重要な商品だ。 -.124 -.032 

関連2:これは私にとって特別の意味合いを持つ商品だ。 -.062 -.128 

関心 1:私はこの製品について話すのが大好きだ。 -.048 -.208** 

関心2:これは私の関心を引く商品だと言える。 -.143* -.160* 

魅力 1:私はこの製品に特別に惹かれる。 -.131 -.117 

魅力 2:これを買うためにいろいろ調べるということそのもの -.089 -.166* 

が私にとって喜びだ。

** :p<0.01 * :p<0.05 

訟：軽減得点・軽減数と永続的関与結果行動7項目間の相関係数

永続的関与結果行動7項目 軽減得点 軽減数

情報探索 -.068 -.132 

広告受容度 -.042 -.163* 

広告探索 -.028 -.089 

要求 -.142* -.160* 

出費の許容 -.129 -.072 

熟練 -.221** -.256** 

プランドロイヤルティ .003 -.064 

** :p<0.01 * :p<0.05 

訟：軽減得点・軽減数と知覚リスク3項目・リスク得点間の相関係数

知覚リスク3項目・リスク得点 軽減得点 軽減数

リスク 1（重要性） ：選択に失敗すると損失が大きい。 .008 .lll 

リスク 2 （結果） ：購入後に自分の選択が滴足いくものでは
.168* .066 

なかったことが判ると、非常に気が滅入る。

リスク 3 （失敗の可能性・不安） ：購入の際、選択に失敗す
.051 -.057 

る可能性が大きい。

リスク得点 .111 .076 

:p<0.05 
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3.3.3. 知覚リスクと知覚リスク軽減行動

知覚リスク3項目およびリスク得点と知覚リスク軽減行動12項目間の相関分析の結果は表25

の通りであった。表示しているのはPearson相関係数である。

知覚リスクの水準を示すリスク得点と「購入をあきらめる」の項目間に有意な正の相関が見

られた。また、リスク 3 （不安）の項目と「できるだけ情報を集める」および「周囲の人の話

を聴く」の両項目との間に有意な負の相関、そしてリスク 2 （結果）の項目と「値段が高いモ

デル購入」の間に有意な正の相関が見られた。これらの項目間について、散布図によって、ほ

ぽ線形な関係にあることを確認した。この結果、パソコン選択について不安やリスクを感じる

消費者ほど、情報収集に熱心ではなく、場合によっては購入をあきらめてしまう傾向や、選択

に失敗すると大きく落胆すると考えている消費者ほど、購入の際に高額出費を辞さない傾向な

どが確認できた。

表25:知覚リスク軽減行動12項目と知覚リスク3項目・リスク得点間の相関係数

州る
②ブ

9! 賃打i 入

⑤を

『i; 臼鬱長
魯段i 入 戸>， でラ 謬きン Mも

を るド のす るる の 閃9．の が の

含
だを ブる プる だ 人 ・ル 告広を 古回 モ

女怯購入
ラ ラ

報位
の

’’ 
と か川購入

vヽ デ
ら ン ン 讐 同 モ ル
め Vヽ ド ド じ デ を

リスク 1 .012 -.185 .088 .082 -.070 .070 .086 .118 -.032 .042 -.038 -.129 

（重要性） ＊＊ 

リスク 2 .097 -.122 .118 .114 .041 -.006 .167 .094 .204 .062 .026 
.054 

（結果）
＊ ＊＊ 

リスク 3 .313 .067 -.086 .032 -.142 -.156 -.081 .028 .067 -.002 -.029 .078 

（不安） ＊＊ ＊ ＊ 

200 -.128 .052 .106 -.133 -.029 .096 .129 .04-3 .131 -.012 -.015 
リスク得点

＊＊ 

** : p < 0.01 * : p < 0.05 

3.3.4. 永続的関与と知覚リスク軽減行動

永続的関与PIA6項目およびPIA得点と知覚リスク軽減行動12項目間の相関分析の結果は表

26の通りであった。表示しているのは、 Pearson相関係数である。
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「できるだけ情報を集める」の項目は、 PIA6項目のすべてならびにPIA得点と有意な正の

相関を示している。また、「有名なブランドを購入する」と「学校と同じモデルを購入する」

の両項目について、 PIA6項目中の半数以上が有意な負の相関を示し、両項目共にPIA得点と

の間に有意な負の相関を示した。散布図によっても、永続的関与水準を示すPIA得点と「有名

プランドを購入する」「できるだけ情報を集める」「学校と同じモデルを購入する」の項目との

間について、線形な関係の存在が確認できた。これらの結果から、次の知見が得られる。パソ

コンに対する永続的関与水準の高い消費者ほど、①情報収集に熱心である、②ブランドに依存

しない、③学校と同じプランドを購入したりしない。

表26：知覚リスク軽減行動12項目と永続的関与PIA3項目・ PIA得点間の相関係数

『
②プ

質幹i 『9i 『i[ >? 懇
魯緊; 入 ’’ ， ， でラ

きン
の :

Mも
るド るる の

の9．の の

？ だを ブる プる だ 人 ・ル 合 幅か入

古四 モ

庄女購入
ラ ラ

品報
の

ば
vヽ デ

ら ン ン
話を 同し モ ル

め vヽ ド ド デ を

関連 1 .006 .085 -.128 -.033 .198 -.064 -.191 -.115 -.140 -.106 -.098 .060 

＊＊ ＊＊ ＊ 

.014 .047 -.149 -.126 .161 .036 -.140 -.052 -.024 -.066 -.077 .127 
関連2

＊ ＊ ＊ 

興味 1 -.026 .060 -.137 -.098 .154 -.103 -.113 .043 -.070 .092 -.081 .104 

＊ 

興味2 -.079 .051 -.119 -.123 .199 .039 -.185 -.084 -.214 -.066 -.038 .032 
＊＊ ＊＊ ＊＊ 

魅力 1 -.079 .066 -.221 -.150 .150 -.007 -.146 -.078 -.131 -.015 .040 -.002 

＊＊ ＊ ＊ ＊ 

魅力 2 -.094 -.043 -.185 -.131 .207 -.029 -.068 -.004 -.032 .147 -.065 -.046 

＊＊ 

PIA得 -.057 .053 -.200 -.143 .226 -.025 -.175 -.060 -.127 .002 -.065 .055 

点合計 ＊＊ ＊ ＊＊ ＊ 

** : p < 0.01 * : p < 0.05 
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3.3.5．永続的関与結果行動と知覚リスク軽減行動

永続的関与結果行動 7項目および永続的関与結果行動得点と知覚リスク軽減行動12項目間の

相関分析の結果は表27の通りであった。表示しているのはPearson相関係数である。「できる

だけ情報を集める」の項目は、永続的関与結果行動7項目のすべてならびに永続的関与結果行

動得点と有意な正の相関を示している。また、「購入をあきらめる」および「有名なプランド

を購入する」の両項目について、 永続的関与結果行動得点との間に有意な負の相関が示され

た。また永続的関与結果行動の内の「熟練」の項目については、「できるだけ情報を集める」

と有意な正の相関、「有名なプランドを購入する」「流行のプランドを購入する」「周囲の人の

話を聴く」「学校と同じプランドを購入する」の4項目と1％水準での有意な負の相関が示され

た。散布図によっても、知覚リスク軽減行動の「情報をできるだけ集める」と永続的関与結果

行動の「熟練」については、上記に示した関係について、線形であることが確認できた。これ

らの結果から、次の知見が得られる。パソコンに対して永続的に関与した結果採用すると考え

られる7つの行動類型について、その水準の高い消費者ほど、①情報収集に熱心であり、②購

入を途中であきらめたりせず、③プランドに依存しない。また、パソコンという製品クラスに

ついて「熟練」の域にある消費者は、①情報収集に熱心であり、②プランドに依存せず、③自

ら情報を収集し自信があるので学校と同じモデルであるという理由だけで購入したりはしな

vヽ
゜
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表27：知覚リスク軽減行動12項目と永続的関与結果行動7項目・永続的関与結果行動得点間

の相関係数

『
②プ

9! 酎行
⑤を

『i『厨懸 魯段出入 ド患でラ 茂きン
の『

Mも 古
るド るる の

の9．の が の

畠入含
だを プる プる だ 人 ・ル 合 告広を 高 モ

怯女購入
ラ ラ

晶報
の

は が購入
vヽ デ

ら ン ン 嬰 同 モ ル
め vヽ ド ド じ デ を

情報探索 -.123 -.026 -.116 .026 .217 -.074 -.059 -.051 -.017 .070 -.002 -.087 
＊＊ 

広告受 -.174 -.052 -.086 -.012 .209 -.019 -.041 .Oll -.031 .087 .041 -.036 

容度 ＊ ＊＊ 

広告探索 -.185 .004 -.lll .008 .154 -.059 -.023 .033 .045 .112 .032 -.070 

＊＊ ＊ 

要求 -.034 .018 -.169 -.140 .187 -.115 -.081 -.084 -.118 .022 -.105 .011 

＊ ＊ ＊＊ 

出費の -.189 -.156 -.098 -.129 .167 .028 -.030 -.024 -.101 .154 -.025 -.094 

許容 ＊＊ ＊ ＊ ＊ 

熟練 -.102 .075 -.219 -.243 .167 .198 -.224 -.136 -.095 .029 -.141 .ll8 
＊＊ ＊＊ ＊ ＊＊ ＊＊ ＊ 

ブランドロ -.092 -.089 .006 -.052 145 .038 -.018 -.079 .014 .137 .015 .063 

イヤルティ ＊ 

結果行 -.177 -.045 -.155 -.104 .243 -.076 -.091 -.062 -.058 .121 -.034 -.020 

動得点 ＊ ＊ ＊＊ 

** : p < 0.01 * : p < 0.05 

3.1.4.3．永続的関与水準に基づく3グループ閥の知覚リスク軽減行動についての差の分析

ここでは、永続的関与の水準に基づく3グループ間に、知覚リスク軽減行動12項目について、

有意な差があるかどうかを検証する。表28には、永続的関与水準に基づく3グループにおける

知覚リスク軽減行動12項目の評定平均値を掲げた。まず、表29で示したように、パラメトリッ

クな一元配置の分散分析の結果、相関分析でPIA得点と有意な相関が見られた4項目すべてに

ついて、 3グループの間に有意な差が認められた。次にBonferroniの検定により、グループ1、

グループ2、そしてグループ3へと永続的関与水準が高くなるにつれて、「有名なプランドを
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購入する (R3)」「流行のプランドを購入する (R4)」「勤務先・学校と同じモデルを購入

(R7)」の 3項目については評定値の平均が低くなり、「できるだけ情報を集める (R5)」の項

目については評定値の平均が高くなる傾向が確認された。表30に示すノンパラメトリックな

Kruskal-Wallisの検定の結果によると、 4項目のうちR3を除く R4、R5、R7の3項目につい

て、 3グループの間に 5％水準で有意な差があることが確認できる。こうして本研究の仮説IV

は3項目について支持される結果となった。

以上より、パソコンについて永続的関与の水準が高ければ高い程、消費者は、知覚リスクを

軽減する方策として、情報収集を行う傾向にあり、逆にプランド名に依存したり、学校と同じ

モデルを購入するようなことはしない傾向にあることがわかった。

表28：永続的関与水準に基づく 3グループにおける知覚リスク軽減行動12項目の評定平均値

グループl（永続 グループ2（永続 グループ3（永続

的関与水準・低） 的関与水準・中） 的関与水準・高）

Rl：購買をあきらめる。 2.6032 2.4722 2.4493 

R2:できるだけ安いモデルを購入する。 2.4921 2.5139 2.5652 

R3：有名なプランドを購入する。 3.4286 3.1806 3.1159 

R4:流行のプランドを購入する。 3.4127 3.0972 3.2319 

R5:できるだけ情報を集める。 3.3968 3.6806 3.7826 

R6：周囲の人の話を聴く。 3.3810 3.5833 3.3913 

R7：勤務先・学校と同じモデルを購入。 2.4921 2.5139 2.1739 

R8：周囲の人と同じモデルを購入する。 2.4921 2.5000 2.4638 

R9 :CM・広告が良いものを購入する。 2.0000 1.7500 1.8仰

RIO：値段が高いモデルを購入する。 1.9524 1.9722 2.0290 

Rll：最新の製品を購入する。 2.5397 2.4028 2.4783 

R12:中古品を購入する。 1.6667 1.6944 1.7971 

表29：知覚リスク軽減行動4項目について永続的関与水準に基づく 3グループの一元配置の

分散分析結果

F Sig. 

R3：有名なプランドを購入する。 3.270 .040 

R4:流行のプランドを購入する。 3.306 .039 

R5:できるだけ情報を集める。 7.437 .001 

R7:自分の勤務先・学校にあるのと同じモデルを購入する。 4.050 .019 
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表30：永続的関与水準に基づく3グループの知覚リスク軽減行動4項目についての差に関す

るKruskal-Wallis検定結果

R3 R4 R5 R7 

Chi-Square 5.322 6.486 11.481 7.319 

df 2 2 2 2 

紐~mp.Sig. .070 .039 .003 .026 

3.4．ブランドカテゴライゼーション

プランドカテゴライゼーションに関する調査結果を図10（突起集合）、図11（知名集合）、図

12（拒否集合）、図13（検討集合）に掲げる。

プランドカテゴライゼーション 4項目について永続的関与水準に基づく 3グループのパラメ

トリックな一元配置の分散分析結果ならびにBonferroniの多重比較の結果、さらには永続的関

与水準に基づく 3グループのプランドカテゴライゼーション 4項目についての差に関するノン

パラメトリックなKruskal-Wallis検定の結果、有意な差が確認できたのは「知名集合」のみで

あった。したがって、本研究における仮説1Vは、「知名集合」についてのみ支持される結果と

なった。この結果、パソコン製品に対する永続的関与水準が高い消費者ほど、パソコン製品の

知名集合のサイズは大きくなることが明らかとなった。
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図10：突起集合（「パソコンと聞いて、頭に浮かぶプランド」）
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図11：知名集合（「名前を知っているプランド」）
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図12：拒否集合（「絶対に購入しないプランド」）
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図13：検討集合（「購入する際の候補に入るブランド」）
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4．分析結果からのインプリケーション

4.1．マーケティング戦略上のインプリケーション

仮説Iならびに仮説11が支持されたことにより、 PIA永続的関与測定尺度の内的一貰性、一元

性、信頼性が明らかとなった。この PIA尺度による消費者の永続的関与水準の測定が本研究の

土台となった。

仮説IIIが支持されたことにより、消費者のパソコンに対する永続的関与の水準と知覚リス

クの水準は独立していることが明らかとなった。すなわち、以下の傾向が確認できたと考える。

パソコンという製品クラスに対して永続的な関与の傾向を示す消費者の場合、購買状況の有無、

購買の前後に関わりなく、パソコンに関心・興味を持ち、日常的に情報を探索するほか、広告

にも注意を払う。パソコンという製品クラスそれ自体が、永続的関与の傾向を示す消費者にと

っては非常に重要であり、購買の際は、「満足を最大化」すべく、最良の選択に努める。逆に、

パソコンという製品クラスに対して知覚リスクの傾向のみを示す消費者は、購買という状況に

のみ強く関与している。それゆえに、購買が終了すると、パソコンという製品クラスは、この

タイプの消費者の関心事ではなくなってしまうのではないかと推測される。知覚リスクの傾向

のみを示す消費者の場合、満足いく選択という行為のみが重要であり、「不満足を最小化」す

べく、不満足な要素を回避するという点に特に力が注がれる。広告について考えてみると、自

らの不安を取り除くような要素を探す傾向を示す。まとめれば、 永続的関与が、パソコンと

いう製品クラスが「好きな」消費者を描出するのに対し、知覚リスクは、パソコンという製品

クラスについて「選択失敗を恐れている」消費者を描出する傾向にある。

こうしたパソコンという製品クラスについて永続的関与水準の高い消費者と知覚リスク水準

の高い消費者は異なる／別個であるという考え方に立脚すれば、企業のマーケティング活動、

とりわけコミュニケーション活動においては、①永続的関与水準の高い消費者に対しては、自

社モデルに「魅力を感じてもらう」ことに主眼を置き、②知覚リスク水準の高い消費者に対し

ては、自社モデル（選択）について、「不安を取り除く」ことに主眼を置くことが課題となる

であろう。

仮説IVが部分的に支持された結果、パソコン製品に対する永続的関与水準の高い消費者は知

覚リスク軽減行動として「情報探索」を行い、逆にパソコン製品に対する永続的関与水準の低

い消費者は知覚リスク軽減行動として「プランドに依存」する傾向にあることが明らかとなっ

た。従って、消費者の知覚リスク軽減行動をも念頭に置いたパソコン製品のマーケティング活

動の課題として、①永続的関与水準の高い消費者に対しては、機能・性能面での優位性を強調

した情報の提供を主眼としたコミュニケーション、②永続的関与水準の低い消費者に対しては、

プランド強化を主眼としたコミュニケーションが考えられるであろう。

具体的な実践例はすでにパソコン市場において見られる。例えば、プランドカに劣る後発の
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企業が、通信販売などのチャネルに特化する場合、永続的関与水準が高い消費者をターゲット

に、高機能、高性能かつ低価格といった属性に関する「情報」を前面に打ち出して、機能・性

能に関する「情報提供型」の新聞・雑誌広告に注力しているケースが見られる。なお、

Krugmanの広告受容の研究によって、一般に高関与型の製品クラスでは、テレビ広告よりも

活字広告に対する関与の方が高いことが明らかとなっている。

仮説IVは、「知名集合」についてのみ支持された。それゆえ、パソコン製品に関する消費者

の永続的関与水準とプランドカテゴライゼーションについて、本研究からは、常識的な知見

（「パソコン製品に対する永続的関与水準が高い消費者ほど知っているプランド数が多い」）し

か得られなかった。しかし、製品クラスに対する一般的な関与水準が高い場合、ひとたびプラ

ンドについての評価が決まってしまうと、それを変更させることは非常に困難な作業であると

いう恩蔵 (1995)の研究におけるインプリケーションは、パソコンという製品クラスにもあて

はまるであろう。パソコン市場においてプランドカに劣るメーカーは、本研究の知覚リスク軽

減行動に関する知見に基づけば、特に永続的関与低水準の消費者に対して非常に不利な状況に

ある。これを踏まえて昨年来のSONYのVaioとAppleのiMacの成功を考えてみよう。 SONYは、

一般的に圧倒的に優位なプランドカを保持しているが、パソコンメーカーとしてのブランドカ

は過去に市場撤退した経験もあって当時皆無であったし、 Apple社のMacintoshのブランドに

も当時「敗者」「苦境」的なイメージがつきまとっていた。 SONYのVaioとAppleのiMacは、機

能面意外に、「デザイン」「色彩」といったそれまでのパソコンになかったまったく新しい属性

を創造し導入した。これによって、「情報探索」型の永続的関与高水準の消費者に対しては、

機能・性能・価格に関する情報以外の面でアピールし、「プランド依存」「消極的情報収集」型

の永続的関与低水準の消費者に対しては、プランドカ以外の側面や、積極的な情報収集活動が

不必要な即時的な属性の面でアピールしたと考えられよう。

4.2．消費者に対するインプリケーションとリスクマネジメント理論の適用

永続的関与、永続的関与結果行動、知覚リスク、知覚リスク軽減行動について得られた本研

究の知見をリスクマネジメント理論”の枠組みに適用することによって、今度は消費者の観点

から、パソコンのような一般的に知覚リスク水準の高い製品クラスの購入（検討）に際しての

より良い消費者の自己マネジメント（消費者の知覚リスクのマネジメント）のあり方を考えて

みよう。

•8 ,）スクマネジメント理論については以下参照。日本リスクマネジメント学会編．「リスクマネジメント事典」（「危険と

管理」第16号）， 1988；石名坂邦昭「リスク・マネジメントの理論』白桃書房， 1994；亀井利明「危機管理とリスクマネ

ジメント」同文舘， 1997；南方哲也「リスクマネジメントの基礎理論」晃洋書房， 1993．本節はこれら文献の記述に基づ
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まず、リスクマネジメント理論の要諦を簡潔に記すと以下のようになる。

組織・個人をとりまくリスクにはさまざまなものがあるが、純粋リスク (purerisk) と投機

的リスク (speculativerisk) とに分類される。純粋リスクとは、自然災害や偶発的事故など、

それが現実化した場合に、「損失のみが発生するリスク (lossonly risk)」であり、投機的リス

クとは、組織活動や環境の変動など、それによって、「損失または利益のいずれかが発生する

リスク (lossor gain risk)」である。

リスクマネジメントのプロセスは、次の三段階を経る。すなわち、①リスクの調査・確認、

②リスクの評価・分析、③リスク処理手段（回避・除去・転嫁・保有）の選択・実施である。

リスク処理手段は、リスクコントロールと、リスクファイナンスに大別される。

前者は、万一発生したリスクの結果発生する損失を最小にする予防的手段の採用であり、後者

は、リスクが発生し損害が生じた場合に必要な資金繰りをあらかじめ計画して準備することで

ある。

リスクの頻度 (Frequency) と強度 (Severity)を大小で区別すると、 A型リスク（頻度大・

強度大）、 B型リスク（頻度小・強度大）、 C型リスク（頻度大・強度小）、 D型リスク（頻度

小・強度小）の4種類となる。 リスク処理手段として、 A型リスクには「回避」、 B型リスクに

は保険利用の「転嫁」、 C型リスクには「除去や防災」、 D型リスクには「保有」が原則となる。

さらに、純粋リスクには、「除去」か「転嫁」、投機的リスクには、「回避」か「保有」が基本

となる。

さて、消費者の購買意思決定は、選択に成功し満足する可能性と、失敗し不満足な結果に終

わる可能性の双方を内在した「投機的リスク」 Closs or gain risk)のマネジメントの問題と

考えられる。パソコン製品に対する検討・購買の場合、リスク（選択の失敗の可能性）に及ぼ

すハザード（事情）の変動とその速度には著しいものがある。技術革新は日進月歩であり、新

製品が発売される間隔も極めて短く、旧モデルの短期間における値崩れも大きい。パソコン製

品は一般に低価格化の傾向にあるが、依然として給与の一月分ないしは二月分に相当する金額

を投じなければ購入できない製品である。さらにこのような高額の出費をして購入したのにも

かかわらず、パソコンは現在なお初心者にとっては操作の難しい製品であり、出費金額に見合

う効果を発揮しえない可能性が非常に高い製品である。したがって、パソコン製品に関する消

費者のリスクは頻度と強度が共に大きい杖堕リスクに分類できるものと考える。

パソコン製品の検討・購買に際してのリスクマネジメントのプロセスとして、「①リスクの

調査・確認」は、まず第一に、パソコン技術の動向、パソコン市場の動向、メーカーの動向な

ど、ハザード（リスク事情）の把握にある。第二に、そのようなハザードの下に生じうる選択

失敗・選択不満足生成要因、すなわちリスクの把握にある。次に「②リスクの評価・分析」は、

把握した諸リスクを比較検討・分析して、意思決定の材料とすることにある。最後に「③リス

ク処理手段の選択・実施」は、リスクの調査・確認さらに評価・分析に基づいてリスク処理の

ための意思決定を下すことにある。本研究でとりあげたパソコン製品の検討・購買に際しての
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知覚リスク軽減行動は、リスクマネジメント理論におけるリスク処理手段（回避・除去・転

嫁・保有）にあえてあてはめれば次の様に対応するものと考える。「購買をあきらめる」は

「回避」に相当し、「情報収集」は「除去」に相当し、「有名・流行プランドの購入」「学校と同

じモデル購入」は「転嫁」に相当する。さらに、本研究でとりあげた知覚リスク軽減行動のリ

ストに該当するものはないが、「保有」はリスク敢行的な消費行動、あるいは情報収集に日常

的に熱心な永続的関与高水準型の消費者がリスクを認知することなく購買を決定することと考

えられる。

リスクマネジメント理論においては、リスク処理手段選択に当たって留意すべき点は、以下

の4点とされている。＊9

①リスクの4要因を認識すること。すなわち、（1)管理の欠如 (lackof control) ：計画カ・

組織カ・指導カ・統制能力の不足、（2)情報の欠如 (lackof information)、（3)時間の欠如

(lack of titne) ：時間管理不良・業務多忙・決断遅延、 (4)感性の欠除 (lackof sensibility) : 

感受性、オ覚、直観、瞬間的意思決定の不足の4要因である。②リスクの三様相（リスクは繰

り返す、リスクは変化する、リスクは隠れている）に注意し、調査・確認・評価・分析を徹底

すること。③リスクは回避し、除去し、転嫁し、しかる後に保有する。④純粋リスクはできる

かぎり保有しないが、投機的リスクは利潤の源泉、すなわちビジネス・チャンスであるがゆえ、

調査・確認・評価・分析の上、保有する必要がある。

これら、リスク処理手段選択に当たって留意すべき点も、消費者の知覚リスクを考える場合

に応用できる。まず、①のリスクの 4要因については、消費者が知覚リスクの低減を試みる場

合、それぞれその欠如を克服する必要がある。すなわち、自己の管理（マネジメント）、情報

の収集、時間的な余裕を持った考慮・検討・判断、そして購買に関する意思決定に際しての感

性の発揮によって、消費者は知覚リスク（検討・購買に関わる不安や懸念）を減じうる。②の

リスクの様相についても、特にリスクの変化が消費者による知覚リスクのマネジメントを考え

る場合の重要な留意点となろう。③のリスク処理手段の採用の優先順位については、消費者に

よる購買意思決定や知覚リスクのマネジメントを考える場合は、多少様相を異にする。まず、

購買が主たる目的であるから、最初は、回避ではない。出来る限り「情報収集」によって知覚

リスクを「除去」し、判断に迷うような場合にやむを得ず「プランドに依存」するような「転

嫁」的行動もあり得て、最終的な意思決定として知覚リスクを多少認識しながら購入するとい

うリスク敢行的な「保有」をするか、場合によっては「購買をあきらめる・購買を延期する」

という「回避」をするかの判断を行うということになろう。

④については、消費者の購買意思決定は、選択に成功し満足する可能性と、失敗し不満足な

結果に終わる可能性の双方を内在した「投機的リスク」 (loss or gain risk)のマネジメント

の問題であり、この投機的リスクは購買に関わる満足感・充足感の源泉およびそのチャンスで

” '）スクマネジメント理論に関する前掲書の記述に基づく。
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あるがゆえ、調査・確認・評価・分析（「情報収集・探索」）の上、保有する必要があるものと

考えられる。

結局、パソコンのような一般的な関与水準の高い製品については、永続的関与低水準の消費

者あるいは知覚リスク高水準の消費者が、検討・購買に際しての懸念・不安、すなわち知覚リ

スクを軽減し、より良い意思決定を行うためには、単純に「プランドに依存」するのではなく、

永続的関与高水準の消費者の様な「情報探索」「情報収集」が肝要となる。しかし、永続的関

与低水準の消費者においては、本研究に見るように、永続的関与結果行動としての「情報探索」

「広告受容度」「広告探索」の水準も低く、それは容易なことではない。そこで、自らの「情報

探索」「情報収集」活動を補完しうる情報源としての、永続的関与高水準型の消費者を知己と

して持つことを提起したい。

このような知己は、近年我が国のリスクマネジメント学界で主唱され始めたリスクマネジメン

トに関するアドバイザー：コンサルタント、さらにはカウンセラーの役割を担うものとなる。＊10

すなわち、ある製品クラスの検討・購買全般にわたる懸念や不安解消を担うアドバイジング、

購買意思決定に関わる懸念や不安解消を担うコンサルティング、そして選択が不満足に終わっ

た場合の心の傷の癒しを担うカウンセリングである。

5. 問題点と今後の課題

本研究によっていくつかの知見を得ることができたが、一方で本研究は以下のような問題を

抱えている。

①PIA永続的関与測定尺度のフランス語原版から日本語への翻訳の段階で、原版の意図を完

全に反映できたかどうか疑問が残る。②調査対象者は、学生のみであり、分析結果から一般的

結論を導くには無理がある。③調査対象とした製品クラスはパソコンのみであり関与や知覚リ

スクに関する分析結果はパソコンの特性に影響されている。④アンケート調査の知覚リスクに

関する設問が多少誘導的であるとも考えられる。⑤アンケート調査のプランド・カテゴライゼ

ーションに関する設問で用意したプランドの一覧表に近年ノート型パソコンの販売で好調な松

下のプランドが欠落している。⑥アンケート調査のプランド・カテゴライゼーションに関する

設問で用意したプランドの一覧表において、「Apple」と記したのは、 Apple即Macと想起でき

ない回答者が見られたことから、「Macintosh」とすべきであったと考えられる。⑦統計処理

は基礎的な手法を中心としており、仮説の検証方法として共分散構造分析など、変数間の因果

関係を示しうるより確証的な方法の採用が課題である。

•10 日本リスクマネジメント学会編「危機管理とRMA・ RMC」(「危険と管理』第25号）， 1996年 (RMAはリスクマネジメ

ント・アドバイザー•RMCはリスクマネジメント・コンサルタントを意味する。） ；亀井利明「危機管理カウンセリン

グ」危機管理カウンセリング研究所， 1999.
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さて、知覚リスク研究としての今後の課題は、一般的な見地からは、上田 (1986)の主張

（一部加筆）に見る通りであり、以下に引用しておきたい。

「商品・サービスの購買前後に知覚リスクが存在することは、明らかに企業の効率的マーケ

ティング活動、とりわけ新商品・サービスのマーケティング活動にプレーキをかける要素であ

る。知覚リスク研究は、企業経営者、とくにマーケティング担当者に多くの示唆を与える。

①企業の擁する商品・サービスにつき、購買前後の知覚リスクの実態を商品・サービス別、

購買状況別、そして標的市場別に測定することが第1に重要である。②第2は、上記3つの状況別

に、機能的リスク、物理的（身体的）リスク、経済的リスク、社会的リスク、心理的リスクの

五つの知覚リスクがどの程度の強度でもって消費者に知覚されているかを把握することである。

③第3は、知覚リスクの軽減策が三つの状況別にどのように採用されているのか、また各軽減策

の選考状態がどのように異なるかの把握である。上記分析の後、マーケティング担当者は知覚

リスクの高い商品・サービスに関し、五つの知覚リスクのうち、どれが高いかを理解すること

が可能となる。軽減策についても、特に高い選好度をもつ軽減策を発見し、消費者の知覚リス

クの軽減をより促進させるマーケティング活動を採用することができよう。④わが国の現在ま

での商品・サービス購買前後のリスク、危害、不満等々の調査は、身体的リスクを中心に、せ

いぜい機能的リスクを対象としている段階であり、購買者の購買目標の達成に資する面が弱い。

今後、経済的リスク、社会的リスク、心理的リスクをもとり入れた、また軽減策およびそれへ

の消費者の選考状況をも導入した知覚リスクアプローチによる実態調査が必要となろう。上記

調査結果を、企業のマーケティング情報システムの中に事前に組み入れ、企業サイドのコント

ロール可能なマーケティング要因（新商品開発、価格設定、チャネル選択、販売、プロモーシ

ョン活動等々）を利用して、商品・サービスの質的受容を高めていくことが、消費者の知覚リ

スク軽減はもとより、企業のマーケティング危険を最少化することになり、企業経営の効率化

につながる重要な要因になるのではないだろうか。」（上田 (1986)pp.102-103) 

今後の課題として、より確証的な分析手法を採用して、ある製品にこだわりのある（永続的

に関与している）消費者の心理、そして、ある商品やサービスの購入について不安・懸念を感

じる（リスクを知覚している）消費者の心理とその際にとる行動を分析することによって、①

企業にとっては、消費者の不安や懸念を取り除いてやるようなマーケティング活動やコミュニ

ケーション・広告のあり方、②消費者にとっては、いかに不安や懸念を克服するのか、いかに

企業ペースで物を売りつけられないようにするのか、そして「消費者自己責任」の時代にいた

ずらに不安・リスクばかりを感じるのではなく、自分に自信を持ち、要領よく情報を取捨選択

し、利害関係のない良き相談相手（永続的関与高水準の「知己」）を持つようなより良い消費

者になるにはどうすればよいのかをさらに考察していかねばならない。
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